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本的に容認され よいであろう。国連の国際法人格の確認は、 連 加盟国とは別個の独立した存在であることを示しただけでなく、本件における国連 責任 である非加盟国のイスラエルとの法的 関係を明確にした点 も重要であった。　
国連が独自の国際法人格をもつことが明らかにされなければ、一般的にも と加盟国 イスラエルや他 非加盟




















































国際法を意図したようであるが、そのような法規則 存在を論証し かった。当然の ながら、裁判所 判断は、条約法上確立した「条約は、第三者を害しも益しもせず」









的人格」をもっているとしたことである。すでに明らかなように、法人格の概念は、具体的な権利義務や法律行為の種類や内容、範囲などを示すものではない。 「大幅な国際法人格」という文言には、勧告的意見の影響ともみられる、若干の国際組織の設立条約におけ 「完全な国際法人格」 （
full international legal （
juridical ） personality, la pleine 




勧告的意見のこのような実質的 内容の乏 い抽象的な表現も、国際組織の国際法人格に関する議論を混乱させている一因であると言って いであろう。　
裁判所は、本件における国連の国際法人格の存在を確認することの本来の意味をより明確にするとともに、国連の
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し、サイエルステッドは 多数の国際組織 実行の観察に基づいて、 「派生的国際法人格説」の立場の論者が国際組織の国際行為能力や権能ないし権限 法的根拠を 組織の設立条約に、したがって、組織 設立した諸国 意思に求めた「委任権限」 （
derived pow
er ）論だけでなく、黙示的権限論にも異論を唱えて、国際組織は、設立条約で禁止され


















遍的国際組織が客観的国際法人格を持 ことは、 「国連損害賠償事件 の勧告 意見以来、広く認められている。構
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成員国の数が非常に少ない地域的国際組織であっても、設立条約の明示的規定や組織の設立時と事後の構成員国との間で設定される一般的・個別的な権利義務関係からも国際法人格の存在は明らかである。また、国際組織と非構成員国や他の国際組織との間でも、協力協定の締結などを通じ 国際法上 権利義務関係が設定されている場合や非員国が国際法上の効果の生じる行為、たとえば相互に代表を派遣・接受し、組織に特権・免除を付与するこ などを通じて地域的国際組織の法的地位を認めて る場合にも、当該組織の 人格の存在は、争う余地のないものる。　
問題は、地域的国際組織と非構成員である国家との間に一定の国際法上の権利義務関係が存在しない場合にも、こ





























































































































































































































































































では、国際法上の具体的な権利義務や行為能力をもつことを意味しないと う諸国間の一般的な認識を示すものといえよう。言い換えれば、国際組織の国際法人格から当該組織の国際法上の権利（義務）能力や行為能力、さらには責任能力を導くことはできないという 人格概念の的確な認識を反映していると言えよ 。　
第四に、これに関連づけていえば、国連の事例からも明らかなように、国際組織の設立条約で当該国際組織の国際































































組織法の正常な発展に寄与するとは考えにくい。物事の概念や観念の過度の理論的操作は、そ 本質を見失わせやすい。とはいえ、すべての理論や観念は、時空の制約を受けており、国際組織の国際法人格に関する概念や内容を不変のものとして論じては らないことも確かである。国際組織の国際法人格も国家 と同様に、団体法人格として生成してきたものであり、国際組織法 国際法 進展 考慮 入れなければならないことは言うまでもない。　
もう少し付言すれば、国際組織の国際行為能力や責任能力は、国際法人格の抽象的な議論と切り離して、法的根拠














－ 」 、その後の考察に基づいている。筆者は、以前に以下のタイトルで論文を発表したことがある。 「国際組織の国際
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職員に対する危害によって被った損害に関して、同国から賠償を得るため 請求を行う能力をもつか否かという問題であり、この読み替えに問題はないよう もみえる。しかし、諮問が請求の相手側として「法律上または事実上の政府」 （
de jure or de facto 
governm
ent ）としたのは、成立直後で「暫定政府」しかもたなかったイスラエルを意識していたためである。イスラエルの独立宣言
は、一九四八年五月一四日の深夜に行われて暫定政府が成立し、アメリカ政府は 同日、法律 国家承認を行ったが、暫定政府については、 「事実上の当局」 （
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解されている形で捉えていたことで 。 「法人格の本質は、法的権利を享有し、義務を負担する能力である。それは以下のようなる。すなわち、国連は 国際法上の人格者（
a international personality ）であるから、国際法上の権利を享有する能力をもつ。われ













































イギリス代表として出席した総会第六委員会では、国連の 際 人格や国際請求権を疑問視したが、イギリス政府の陳述書に沿って、国連の国際法人格の存在を主張した。同国の陳述書では、国際的な権利義務 もつ実体は、国際法人格を ち、国連憲章が加盟国の権利義務とは別に、国連自身の権利や義務を規定して て、国 は、国際法人格 付与されているとみ されなければならず、「特殊な法人格者」 （
a juristic person sui generis ）である、としていた。同代表は、国際組織が設立文書で与えているか、関係文書で定
めた任務の遂行と目的の達成のためにもつと想定される能力や権能のみをもつとした。梁局長によれば、イギリスの立場は、法人格をもつ実体は、法人格の固有の、かつ必然的な特性として、自らの利益と任 を遂行 ている使用人の利益を保護する能力をもち侵害には損害賠償を請求し、法人格が国際的なものである場合には、その能力 内と同様に、国際的な場でも存在しなければ ら
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ないというものであった。
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した）裁判所の判断も含めて、派生的国際法人格説を批判する立場から すべての国際組織に関する理論として発展させたものである。 がって、客観的国際法人格説とその主要点については、彼の見解に基づ て論じることにする。
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a label ）に過ぎないことを示すものではなかった。この立場では、 （中略）国際法人格は、実際的な有用性を失って、た
んなる記述的概念になってしま 、国際法の 権限 増大させることにも、特定の主体に共通する属性を付与することも役立た いとした。 （








ibid., p.124 . ）そして、 「国連損害賠償事件」に関する国際司法裁判所の勧告
的意見を検討した結論として、第一に、裁判所が国連の 人格に関して、組織が必要な要件を備えて成立すれば、国際法人格をもつとする「客観的アプローチ」 （
objective approach ）と実質的アプローチをしたと判断した。第二に、裁判所の意見では、組織の国
際法人格から生じる、明示されて ない一定 権利とともに、組織の目的や任務から推論される明示されてい 他の権利があった。 （





を異なる法的手段で表明する権利である。この権利は、国際組織が国際的行為を行う能力を構成するもので、双方的行為（条約）と約束、通告、承認、放棄、請求などの一方的行為があった。条約締結の予備 としての国際会議への参加や会議の開催も含まれた。⑵国際組織が独自の法的実体であると自ら証明し、他の国際法人格者と関係をもつことを可能にする権利であり、能動的・受動的使節権、他の国際 主体や政府の承認、独自の標章や旗を使用する権利があった。 （
ibid., pp.139-140 . ）つまり、国際組織の国際法
人格から生じる権利は この組織が他の国際法人格者と関係を取り結び、国際的な場において独自の実体であることを自ら証明するのを可能にするものであり 国際的行為は、 的平面で法的効果を生じさせること 目論まれた組織 意思の表明であって、これらの行為を行う能力は法人格から生じる権利を構成す も あった。 （




際法人格を保持した。 なわち 構成国から分離した意思を表明する機 をもち、任務をはたし、権限を 使して達成される 確な目的をもつような国家の結合体を創設する条約であった。 （
ibid., pp.154-155 . ）国際法人格は、国家の場合と同様、たんなる形式的概
念ではなく、確実な法的帰結を生じさせた。それは、人格者が独自の実体であること 明確に示し、他の国際法主体と関係 取り結んで国際的 場で活動することを可 にするものであると要約できるも であった。 （
ibid., p.155 . ）以上からも明らかなように、ラ
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連合のように、設立条約に当該国際組織の国際法人格に関する明示的な規定はな もの 、国際法人格の存在が確かであるか、想定される場合の状況をうまく説明できる。しかし、当然のこ ながら、設立条約で当該組織が国際法人格をもつことを明示的に規定している場合には、意味 持たない。彼は、サイエルステッドの客観説では、 「 （ ） は、構成 は独自の意思 もつやいなや存在する。かくして国際法人格をもつことになる。 」が、国際組織が自 「意思」 （
w
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特別報告者は、国際組織の国際責任に関しては、国際法人格が不可欠な要素であ とし、さもなければ、組織 行為は、他の実 、多分、構成員国に帰属されなければならないと述べた。
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. Pellet ）委員は、 「国際組織は、国際法人格をもち、それは必然的に客観的なものでなければ
ならない」と主張した。 （





ibid., p.11 , para.36 . このような応接と他の委員の意見もあって、起草委員会が提出した条
文案第二条では、 「国際組織は、条約または国際法の規律を受けるその他の文書で設立され、組織自身の国際法人格」をもつことが明記された。
Responsibility of International O
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ber states of 
the non- fulfi
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ent by international organizations of their obligations tow
ard third parties ）を検討した。学会は、一九九五年のリスボン会期
でこの問題を審議して、一二カ条からなる決議（
Resolution ）を採択した（
ibid., Part 2 , pp.233-453 . ）この作業の過程で、国際組織の
国際法人格に関 る 論も行われた。本稿に直接関係する部分の主要点は、以下のようなも である。 （
ID
I, Annuaire: Yearbook, 





ibid., vol.66 , part 1 , p.253 . ）つぎに、国際組織が独自の法人格を持つことは、組織がその義務に対して責任
を負う（
liable ）前提条件であるが、この法人格は、当該組織の構成員が共同責任や残余責任を負うことの決定的な要因ではないと






res inter alios acta
であり、第三国には効果をもたないというものであった。 （








ibid., pp.276 , 385-386 . ）そして、組織と契約を結んで関係を持つ第三者は、この事実を暗黙に受け入れて
いるのであり、組織の構成員国と契約を締結したことを証明する義務は、第三者にあるとした。また、組織の客観的存在は、設立条約によってもたらされるが、国家の参加の問題ではなく、非契約責任に関す 場合と同様に、一般国際法の問題であるとした。そして、権利主張者が「承認」を求められない国際的な団体（
associations and bodies ）は世界中にあるが、そのような団体の出資者や管
理者が当該団体 義務違反に対して適用される法 基づく責任を負わない場合でも 権利主張者は、団体 設立す 取極の当 者ではないと主張することもできない。さらに が団体の規約ではなく、条約で設立される いう事実は、 立場を変更せず、
res inter alios acta
の要素が生じる余地はないとした。 （




際法人格をもつこ を認め 客観的国際法人格説の立場であったと言えるであろう。国際組織の国際法人格の存在は、当該組織の存在という客観的事実に基づき、慣習国際法上の効果として確定す という立場 る。したがって、 組織の国際法人格は、当該組織の設立条約、ないしは組織を設立した国家の意思に基づくという 従来 多数の論者の立場ではなかった。また 報告者と大多数の委員によれば、国際組織の国際法人格は、非構成員国の承認を必要 せず、そ 法人格は対抗力をもつ った。これらは、報告者の予備的報告書や決議案、最終報告書 これら 関する委 会 議論から明らかである 確な形 従来の派生的国際法人格説の立場を示したのは サルモン（
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できる要素もあるが、彼のように国際組織の国際法人格から国際 上の行為能力を導くこ は、循環論法であるだけでなく、具体的な行為能力の認定においても恣意的 な ざるを得ない。他方、 人格からすべての国際的な権利義務（能力）や国際法上の行為能力ではなく、若干の能力のみを導くとすれば、選別の根拠が恣意的にならざるを得ない。
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